
平成１８年３月期 決算短信（連結）

（ＵＲＬ　　http://www.meisei-kogyo.co.jp/）

TEL　（06）6447-0275

無

１．１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（１）連結経営成績 （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。）

％ ％ ％ ％

( ） ( ） ( ） ( ）

( ） ( ） ( ） ( ）

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

(注)①持分法投資損益 18年3月期 － 百万円 17年3月期 － 百万円

②期中平均株式数(連結) 18年3月期 株 17年3月期 株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注)期末発行済株式数(連結) 18年3月期 株 17年3月期 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　9社 持分法適用非連結子会社数　－社 持分法適用関連会社数　－社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規）　－社　　　（除外）　1社 持分法（新規）　－社　　　（除外）　－社

２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３1日）

百万円 百万円 百万円

（参考）　１株当たり予想当期純利益(通期) 円 32 銭

※

中 間 期

通　　期

平成18年5月12日決 算 取 締 役 会 開 催 日

米国会計基準採用の有無

21,000 1,800

2,918 28.9

10.3

平成18年5月12日

大証第一部

大阪府

上場取引所

本社所在地都道府県

経常利益

百万円

4,678 60.3

営業利益

明星工業株式会社
１９７６

45,536

売上高

大 谷 壽 輝

印 田 博

代表取締役社長

18 年 3 月期

取締役財務部長

上場会社名

コ ー ド 番 号

0.8

代 表 者

問合せ先責任者

18 年 3 月期

17 年 3 月期

百万円

16.9

17 年 3 月期

18 年 3 月期

17 年 3 月期

62,147

株 主 資 本

１株当たり
当期純利益

△ 71

43

17 年 3 月期

18 年 3 月期

3,324 10.738,969

30.9

30.1

株主資本比率総 資 産

52,596

45,000 3,650 3,200

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

1,580

2,602 9.3

潜在株式調整後１株

当期純利益

百万円

△ 4,681 －

百万円

4,961 49.3

244

306

95

83

7.5

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

8.9

4.7

9,0583,475 △ 823

2,672 △ 103

等物期末残高
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

業績予想につきましては、現時点において合理的と判断するデータに基づいて作成しており、様々な不確定要素が内在し
ているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。　なお、上記予想に関する事項は添付資料４ページをご
参照ください。

65,221,704 59,920,312

66,223,747 60,886,527

△ 2,354 8,198

キャッシュ・フロー

92

29 15.1

１株当たり株主資本

43 15

△ 26.8

48

当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

－

△ 1,800

16,229

18,681



１．企 業 集 団 の状 況 

当社および当社の関係会社（連結子会社９社）は、熱絶縁工事を中心とする建設工事業、機械器具製造業

および不動産賃貸業の事業活動を展開しています。 

建設工事業は、当社と、東南アジア地区等での現地法人を含めた連結子会社７社で構成されており、

国内外での材料等の製造及び施工において、熱絶縁工事、建材工事（クリーンルーム）等、幅広い需要先

のニーズに対応しています。 

機械器具製造業は、ボイラーおよび産業用機械器具の製造・販売・据付けを行っています。 

その他事業は、オフィスビル等の賃貸業を行っています。 

 

事業の系統図は次の通りです。（平成１８年３月３１日現在） 

 （建設工事業） 
 

  
 製 品 

得

意

先

 
 （その他） 
  製 品 
 

 サービス 

 

  （機械器具製造業） 
 サービス 

 請負施工 

 
 （建設工事業） 外注施工 
 

  
 請負施工 

  
 

 

㈱よしみね

明星不動産㈱

国内製造 

日本ケイカル㈱

 
 
 

  海外施工 

 

 

 
 
 

 

 

 

※１．子会社 9 社を連結している。 

※２．前連結会計年度まで連結子会

１７年１１月２２日に特別清算の

している。 

 

 

  

材料販売 

（建設工事業） 

明 星 工 業 ㈱

外注施工 

 

 

国内施

社であった

開始が決定
MEISEI NIGERIA LIMITED 

(ナイジェリア)
MEISEI INTERNATIONAL PTE.LTD. 

(シンガポール) 
（建設工事業） 
 

工 

明星建工㈱ 

メイセイ工事㈱ 

他２社

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN. BHD.（建設工事業）は、平成

したことにより、当連結会計年度において連結の範囲から除外
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２．経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

当社グループは、各事業領域を通じて「顧客の創造と信頼の確保」・「社会への貢献」・「未来への

挑戦」を基本理念として事業を展開すると共に、現状に停滞しないための「改革」、変化の激しい事業

環境に対応するための「スピード」、向上を目的とした「チャレンジ」を絶えず心がけ、「強い会社への

変革」を目指し、継続的に利益の確保を実現することが、企業価値の向上に結びつく最優先課題と

考えております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、将来の企業体質の健全化と強化を考慮し、収益力の向上を目指し、内部

留保を充実させると共に、安定的な利益還元を行うことを基本方針としております。 

当連結会計年度におきましては、固定資産の減損処理による特別損失の計上があり、株主の皆様

には遺憾に存じますが、前期に引き続き配当を見送ることを決定いたしました。 

 

３．中長期的な経営戦略 

当社グループは、平成１７年度（平成１８年３月期）を始期とする中期経営計画を策定、実施して

おります。計画の骨子である「収益力の強化」「有利子負債の圧縮」及び人事戦略（成果主義人事制度

の導入等）について、初年度の成果に甘んじることなく、絶えず将来の企業価値の最大化を目指し、

今後も取り組んでまいります。 

なお、雇用延長制度を制定したことにより、課題であるスキルの継承について各分野で更に取り組んで

まいります。 

「収益力の強化」においては、海外の事業地域の拡大を視野に入れ、国内外ともに利益の向上を

目標に積極的な営業展開に努めます。 

 

４．会社の対処すべき課題 

「収益力の強化」を中長期的な経営戦略において位置付けをしており、経営資源の適正配分、競争力

の強化を重点に取り組んでまいります。 

当社グループが対処すべき課題としては次のことが挙げられます。 

①技術力・施工力の優位性を更に目指し、コストダウンに取り組み、競争力の向上を図ります。 

②既存事業領域、既存事業地域の拡大を構築、規模の拡大、収益の増加を図ります。 

③財務体質の強化及び事業全体に係るリスクマネージメントを徹底する体制の構築を図ります。 

④人材の確保・育成を含めた経営資源の有効活用を行います。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

１．経営成績 

（１）当連結会計年度の概況 

当連結会計年度は、国内景気は企業収益の増加を中心に全般に回復基調で推移しました。原油価格

の上昇、素材価格の上昇等の懸念材料もありましたが、企業の設備投資動向も増加の計画があり、

円安基調、雇用の改善等景気を後押しする状況になりました。 

当社グループにおきましては、国内設備投資の増加の影響を受けて、建設工事業においては、国内

保守工事等の伸張、ＬＮＧ関連工事・クリーンルーム分野の工事が順調に推移、機械器具製造業に

おいては、新規案件の引渡し等が増加したこともあり、売上高は４５,５３６百万円（対前年同期比１６．９％

増）の計上となりました。経常利益につきましては、売上総利益率の上昇、支払利息の減少により、販売費

及び一般管理費は増加しましたが、４,６７８百万円（対前年同期比６０．３％増）の計上となりました。当期

純利益は、固定資産の減損損失の計上があり、当期純損失４,６８１百万円の計上となりました。 

なお、受注高につきましては、建設工事業、機械器具製造業ともに国内案件の成約が増加したことに

より、４３,０６１百万円（対前年同期比５．８％増）の計上となりました。 

（２）当連結会計年度のセグメント別の概況 

①建設工事業 

当連結会計年度においては、国内の保守工事等、クリーンルーム分野の工事の増加、ＬＮＧ

関連工事が引き続き堅調に推移していることもあり、売上高は３８,４５３百万円（対前年同期比

１３．０％増）の計上となりました。営業利益につきましても売上高の増加及び各事業分野の採算性

の向上もあり４,６３９百万円（対前年同期比５１．０％増）の計上となりました。 

②機械器具製造業 

主力であるボイラー分野においては、当連結会計年度の受注高は国内案件が増加し、８,１７１

百万円（対前年同期比１６．９％増）の計上となり、売上高は前連結会計年度の受注案件の

引渡しが順調に推移したこともあり、６,９６６百万円（対前年同期比４４．２％増）の計上となりました。

営業利益につきましては、売上高の増加により１５６百万円（対前年同期比８３．５％増）の計上と

なりました。 

③その他 

当連結会計年度においては、オフィスビル等賃貸業は期の後半テナントの増加はありましたが、

売上高は１１６百万円（対前年同期比４．９％減）の計上にとどまり、営業利益は１６１百万円

（対前年同期比０．６％減）の計上となりました。 
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（３）次期の見通し 

設備投資の増加が見込まれ、国内においての事業環境は引き続き順調に推移する見通しですが、

当社グループ事業の国内外での受注競争の激化は依然として厳しい状況にあります。 

このような状況の中で、企業競争力を更に高め、受注拡大に向けての施策に取り組み、施工管理の

徹底により、コストダウンを図り、収益の増加に向けて邁進する所存であります。 

結果として、通期の連結業績予想としては売上高４５，０００百万円、経常利益３，６５０百万円、当期

純利益３，２００百万円、通期の個別業績予想としては、売上高３１，０００百万円、経常利益３，３００百万円、

当期純利益３，０００百万円を見込んでおります。 

また、配当金につきましては、財務体質を強化、健全化を図ることも課題でありますが、通期の業績

予想及び株主の皆様への利益の還元を考慮して、年間３円００銭（期末３円００銭）を予定しております。   

２．財政状態 

当連結会計年度の概況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は減損損失の計上により、税金等調整前当期

純損失となりましたが、キャッシュ・フローへの影響はなく、売上債権の増加、未成工事支出金の増加等

があったものの、３,４７５百万円の収入超となりました。（対前年同期比８０２百万円増） 

投資活動によるキャッシュ・フローの８２３百万円の支出超は、主に投資有価証券の取得及び固定資産

の取得等による支出によるものです。（対前年同期比７２０百万円増） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、中期経営計画の課題である有利子負債の圧縮を押し進めた

こともあり、１,８００百万円の支出超となりました。（対前年同期比５５３百万円減） 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より８５９百万円

増加して、９,０５８百万円となりました。 

なお、キャッシュ・フロー指標の傾向は下記のとおりです。 

 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 

株主資本比率（％） 26.0  30.1  30.9  

時価ベースの株主資本比率（％） 47.7  40.1  107.7  

債務償還年数（年） 4.2  7.6  4.9  

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 9.5  5.9  10.8  
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（注） 株主資本比率 ： 株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率 ： 株主時価総額／総資産 

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算している。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

いる。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用している。 

※利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 

 

 

４．事 業 等 の リ ス ク 

当社グループの経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものが

あります。 

なお、以下の項目には将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は決算短信提出日現在に

おいて判断したものであります。 

（１）当社グループに関連する需要市場の急激な変動 

（２）完成工事補償のリスク 

（３）海外長期工事に伴う政治・経済の混乱及び当該国の紛争等によるリスク 

（４）為替及び金利の変動リスク 

（５）顧客に対する信用リスク 

（６）会計基準に係る見積もりリスク等 
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期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度

平成１８年３月３１日現在 平成１７年３月３１日現在

科　　目 金 額 金 額 金 額

資   産   の   部 52,596 100.0 62,147 100.0 △ 9,551

［流　動　資　産］ ［ 30,955 ］ ［ 58.9 ］ ［ 27,001 ］ ［ 43.4 ］ ［ 3,953 ］

現 金 預 金 9,174 8,306 867

受 取 手 形 1,030 2,514 △ 1,484

完 成 工 事 未 収 入 金 14,063 10,284 3,779

有 価 証 券 52 60 △ 7

未 成 工 事 支 出 金 4,631 3,662 968

そ の 他 た な 卸 資 産 304 295 9

繰 延 税 金 資 産 1,091 1,071 20

そ の 他 662 966 △ 303

貸 倒 引 当 金 △ 56 △ 161 105

［固　定　資　産］ ［ 21,641 ］ ［ 41.1 ］ ［ 35,145 ］ ［ 56.6 ］ ［ △ 13,504 ］

（有形固定資産） （ 16,261 ） （ 30.9 ） （ 30,713 ） （ 49.4 ） （ △ 14,451 ）

建 物 ・ 構 築 物 2,452 2,916 △ 464

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 537 658 △ 120

土 地 13,094 26,994 △ 13,900

建 設 仮 勘 定 41 0 40

そ の 他 136 143 △ 6

（無形固定資産） （ 30 ） （ 0.1 ） （ 32 ） （ 0.1 ） （ △ 2 ）

（投資その他の資産） （ 5,349 ） （ 10.1 ） （ 4,399 ） （ 7.1 ） （ 949 ）

投 資 有 価 証 券 3,545 1,918 1,627

繰 延 税 金 資 産 1,101 1,808 △ 706

そ の 他 830 814 16

貸 倒 引 当 金 △ 128 △ 141 12

52,596 100.0 62,147 100.0 △ 9,551

５．連結財務諸表等

資 産 合 計

％ ％

構 成 比 構 成 比

増減

（単位 ： 百万円）

（１）連結貸借対照表［資産の部］
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［負債、少数株主持分及び資本の部］

期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度

平成１８年３月３１日現在 平成１７年３月３１日現在

科　　目 金 額 金 額 金 額

負   債   の   部 35,647 67.7 42,786 68.8 △ 7,138

［流　動　負　債］ ［ 19,727 ］ ［ 37.5 ］ ［ 20,665 ］ ［ 33.2 ］ ［ △ 937 ］

支 払 手 形 3,923 2,966 956

工 事 未 払 金 4,420 3,145 1,274

短 期 借 入 金 6,403 8,983 △ 2,579

一年以内に償還予定の社債 300 200 100

未 払 法 人 税 等 253 193 59

未 成 工 事 受 入 金 2,085 3,071 △ 986

賞 与 引 当 金 398 349 49

完 成 工 事 補 償 引 当 金 70 68 2

そ の 他 1,872 1,686 186

［固　定　負　債］ ［ 15,919 ］ ［ 30.2 ］ ［ 22,121 ］ ［ 35.6 ］ ［ △ 6,201 ］

社 債 1,100 1,400 △ 300

新 株 予 約 権 付 社 債 － 1,600 △ 1,600

長 期 借 入 金 9,100 7,999 1,100

退 職 給 付 引 当 金 1,101 1,061 40

役 員 退 職 給 与 引 当 金 124 167 △ 42

繰 延 税 金 負 債 3,574 8,893 △ 5,318

再評価に係る繰延税金負債 641 572 69

そ の 他 276 427 △ 150

少 数 株 主 持 分 718 1.4 679 1.1 39

少 数 株 主 持 分 718 679 39

資   本   の   部 16,229 30.9 18,681 30.1 △ 2,451

資 本 金 6,889 13.1 6,089 9.8 799

資 本 剰 余 金 1,000 1.9 3,633 5.9 △ 2,633

利 益 剰 余 金 6,256 11.9 7,454 12.0 △ 1,197

土 地 再 評 価 差 額 金 767 1.5 836 1.4 △ 69

その他有価証券評価差額金 1,107 2.1 439 0.7 668

為 替 換 算 調 整 勘 定 265 0.5 263 0.4 2

自 己 株 式 △ 56 △ 0.1 △ 35 △ 0.1 △ 21

52,596 100.0 62,147 100.0 △ 9,551

増減

（単位 ： 百万円）

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

構 成 比

％

構 成 比

％
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期　別　

　科　目 金 額 百 分比 金 額 百分比

％ ％

Ⅰ 完　成　工　事　高 45,536 100.0 38,969 100.0 6,566

Ⅱ 完　成　工　事　原　価 36,304 79.7 31,630 81.2 4,674

完 成 工 事 総 利 益 9,231 20.3 7,339 18.8 1,892

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,270 9.4 4,015 10.3 254

営 業 利 益 4,961 10.9 3,324 8.5 1,637

Ⅳ 営　　業　　外　　収　　益 205 0.5 277 0.7 △ 71

受 取 利 息 22 41 △ 18

受 取 配 当 金 18 53 △ 35

為 替 差 益 36 46 △ 9

雑 収 入 128 135 △ 7

Ⅴ 営　　業　　外　　費　　用 488 1.1 682 1.7 △ 194

支 払 利 息 344 473 △ 128

社 債 発 行 費 － 22 △ 22

雑 支 出 143 187 △ 43

経 常 利 益 4,678 10.3 2,918 7.5 1,760

Ⅵ 特　　別　　利　　益 98 0.2 4 0.0 93

Ⅶ 特　　別　　損　　失 14,216 31.2 141 0.4 14,074

税金等調整前当期純利益
又 は 純 損 失 （ △ ）

△9,438 △ 20.7 2,780 7.1 △ 12,219

法人税、住民税及び事業税 274 0.6 201 0.5 73

法 人 税 等 調 整 額 △5,082 △ 11.1 △114 △ 0.3 △ 4,967

少 数 株 主 利 益 50 0.1 91 0.2 △ 41

当 期 純 利 益 又 は
純 損 失 （ △ ）

△4,681 △ 10.3 2,602 6.7 △ 7,284

（単位 ： 百万円）

（２）連結損益計算書

〕
至 平成１８年３月３ １日 至 平成１７年３月３ １日

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成１ ６年４月 １日

〔
自 平成１ ７年４月 １日

〕〔
金　　　額

増　　　減
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（３）連結剰余金計算書

期　別

科　目

Ⅰ．資本剰余金期首残高 3,633 3,433 200

Ⅱ．資本剰余金増加高

1.
増 資 に よ る
新 株 の 発 行

799 199

2. 自己株式処分差益 0 800 0 200 600

Ⅲ．資本剰余金減少高

1.
欠損填補のための
取 崩 額

3,433 3,433 － 3,433

Ⅲ． 1,000 3,633 △ 2,633

Ⅰ．利益剰余金期首残高 7,454 4,921 2,532

Ⅱ．利益剰余金増加高

1. 当 期 純 利 益 － 2,602

2.
土 地 再 評 価
差 額 金 取 崩 額

－ 94

3. 資本剰余金取崩額 3,433 －

4.
連結子会社減少に
伴う剰余金増加高

58 3,492 － 2,696 796

Ⅲ．利益剰余金減少高

1. 当 期 純 損 失 4,681 －

2. 配 当 金 － 149

3. 取 締 役 賞 与 金 8 8

4.
連結子会社減少に
伴う剰余金減少高

－ 4,690 5 163 4,526

Ⅳ. 6,256 7,454 △ 1,197

増    減

金　　　　額

（単位 ： 百万円）

〕〔

前 連 結 会 計 年 度

〔 〕

当 連 結 会 計 年 度

自 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

自 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日

利益剰余金期末残高

金 額 金 額

（利益剰余金の部）

（資本剰余金の部）

資本剰余金期末残高
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位 ： 百万円）

期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度

(H17.4.1～H18.3.31) (H16.4.1～H17.3.31)

科　　目 金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税金等調整前当期純損益 (純損失：△) △9,438 2,780 △12,219
2. 減価償却費 400 465 △65
3. 貸倒引当金の増減額 (減少：△) △117 △93 △24
4. 退職給付引当金の増減額 (減少：△) 40 56 △16
5. 役員退職給与引当金の増減額 (減少：△) △42 △28 △13
6. その他引当金増減額 (減少：△) 51 46 4
7. 受取利息及び受取配当金 △40 △95 54
8. 支払利息 344 473 △128
9. 為替差損益 (差益：△) 3 △11 15
10. 投資有価証券売却損益 (利益：△) － △4 4
11. 固定資産処分損益 (利益：△) － 141 △141
12. 減損損失 14,216 － 14,216
13. 役員賞与支払額 △8 △8 －
14. 少数株主負担役員賞与支払額 △5 △5 －
15. 売上債権の増減額 (増加：△) △2,297 △864 △1,433
16. 未成工事支出金の増減額 (増加：△) △968 △959 △9
17. その他たな卸資産の増減額 (増加：△) △9 365 △374
18. 未成工事受入金の増減額 (減少：△) △986 647 △1,633
19. 仕入債務の増減額 (減少：△) 2,366 △518 2,885
20. その他 411 832 △421

（　小　計　） 3,918 3,220 697
21. 利息及び配当の受取額 40 94 △54
22. 利息の支払額 △322 △456 133
23. 法人税等の支払額 △160 △186 25

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 3,475 2,672 802

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 長期預金の増減額 (増加：△) △100 － △100
2. 定期預金の預入による支出 △59 △59 0
3. 定期預金の払戻による収入 59 107 △48
4. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － 1 △1
5. 投資有価証券の取得による支出 △528 △170 △358
6. 投資有価証券の売却による収入 20 25 △5
7. 有形固定資産の取得による支出 △295 △214 △81
8. 有形固定資産の売却による収入 18 220 △202
9. その他 (増加：△) 62 △14 76

（投資活動によるキャッシュ・フロー） △823 △103 △720

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 社債発行による収入 － 2,177 △2,177
2. 社債償還による支出 △200 △200 －
3. 短期借入金の純増減額 (減少：△) 532 △4,400 4,932
4. 長期借入による収入 4,600 3,850 750
5. 長期借入金の返済による支出 △6,611 △3,511 △3,100
6. ファイナンス・リース債務の返済による支出 △96 △101 5
7. 配当金の支払額 － △149 149
8. 少数株主への配当金の支払額 △5 △5 －
9. その他 △20 △14 △6

（財務活動によるキャッシュ・フロー） △1,800 △2,354 553

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 18 16 1

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 (減少：△) 868 230 637

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 8,198 8,213 △14

Ⅶ　連結除外による現金及び現金同等物の減少高 △9 △245 236

Ⅷ　現金及び現金同等物期末残高 9,058 8,198 859

増　　　減

-10-



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲 

（１）連結子会社 ９社  株 式 会 社 よ し み ね 明 星 建 工 株 式 会 社 

  日 本 ケ イ カ ル 株 式 会 社 明 星 不 動 産 株 式 会 社 

  メ イ セ イ 工 事 株 式 会 社 株 式 会 社 メ イ セ イ ク リ エ ー ト 

  MEISEI INTERNATIONAL PTE.LTD. 明 星 松 山 工 事 株 式 会 社 

  M E I S E I  N I G E R I A  L I M I T E D  

 

※１．前連結会計年度まで連結子会社であった MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN. BHD.（建設工事業）は、平成

１７年１１月２２日に特別清算の開始が決定したことにより、当連結会計年度において連結の範囲から除外し

ている。 

 

（２）非連結子会社 ２社 

4M INDUSTRY SDN. BHD. 

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN. BHD. 

上記２社は清算手続中であり、重要性がないため、連結の範囲から除外している。 

 

２．持分法の適用 

（１）持分法適用会社 －社 

（２）持分法非適用会社（非連結子会社） ２社  

4M INDUSTRY SDN. BHD. 

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN. BHD. 

上記２社は清算手続中であり、重要性がないため、持分法の適用から除外している。 

３．連結子会社の事業年度等 

連結子会社のうち、在外連結子会社であるMEISEI INTERNATIONAL PTE.LTＤ.他１社の決算日は１２月３１日であ

る。連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については連結上必要な調整を行っている。 

４．会計処理基準 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 償却原価法 

その他有価証券 時価のあるもの ・・・・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの ・・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法 

②デリバティブ取引の評価基準 ・・・・・・・・・ 時価法 

③たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未 成 工 事 支 出 金 ・・・・・・・ 個別法に基づく原価法 

その他 たな卸 資 産 ・・・・・・・ 主として移動平均法に基づく原価法 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社 

定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用している。 

在外連結子会社 定額法 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 在外連結子会社は債権については、個別に回収不能見込額を

計上している。 

②完成工事補償引当金 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社の一部は、引渡しを完了した

工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、将来の見積補償額に基づき

計上している。 

③賞 与 引 当 金 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、従業員（使用人兼務役員

を含む）に支給する賞与に充てるため、翌期の支給見込額のうち当期対応額

を見積計上している。 

④退 職 給 付 引 当 金 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額

を計上している。 

 なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（１０年）による定額法により発生翌連結会計年度から

費用処理している。 

 また、過去勤務債務の額は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(１０年）による定額法により費用処理している。 

⑤役員退職給与引当金 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社の一部は、役員の退職金の

支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 

（４）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

なお、在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上している。 

（５）収益及び費用の計上基準 

完成工事高計上基準 

長期大型（工期１年以上且つ請負金額５億円以上）の工事に係る収益の計上については工事進行基準を、

その他の工事については工事完成基準を適用している。 

ただし、在外連結子会社については工事進行基準を適用している。 

（６）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用している。 
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（７）重要なヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。 

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ等については、特例処理を採用している。 

（８）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用している。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 

６．連結調整勘定の償却 

連結調整勘定の償却については、原則５年間の均等償却を行っている。 

７．利益処分項目等の取扱い 

連結剰余金計算書は連結会計期間において確定した利益処分等に基づいて作成している。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっている。 

 

９．会計方針の変更 

固定資産の減損に係る会計基準 

 

当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準（ 「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」 

（企業会計審議会 平成１４年８月９日） ）及び 「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」 （企業会計

基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用している。これにより、税金等調整前当期純損失は１４,２１６

百万円増加している。セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載している。 

なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除している。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,916 8,919

２．保証債務 37 66

（うち、保証債務の予約残高） （ － ） （ － ）

３．担保に供している資産

① 工場財団

土地 10,307 19,392

建物・構築物 1,749 2,174

機械装置・運搬具 62 89

〔　　　計　　　〕 〔 12,119 〕 〔 21,656 〕

・上記に対応する債務

短期借入金 3,650 6,730

長期借入金 6,850 5,450

保証債務（社債） 1,200 1,300

〔　　　計　　　〕 〔 11,700 〕 〔 13,480 〕

ただし、上記債務のうち、根抵当設定極度額は6,500百万円である。

② その他

現金預金 100 100

投資有価証券 960 524

土地 981 5,791

建物・構築物 73 78

〔　　　計　　　〕 〔 2,114 〕 〔 6,494 〕

・上記に対応する債務

短期借入金 790 740

長期借入金 74 165

〔　　　計　　　〕 〔 865 〕 〔 905 〕

４． コミットメントライン（融資枠）契約

運転資金の効率的な調達を行なうため、取引金融機関６行と

コミットメントライン契約を締結している。

・上記契約に基づく連結会計年度末日の借入未実行残高等

コミットメントラインの総額 4,000 4,000

借入金実行残高 － －

〔　差引額 　〕 〔 4,000 〕 〔 4,000 〕

※ なお、平成18年3月30日に新規コミットメントライン契約を更新しており、旧契約における借入実行残高は、

1,200百万円である。

５．発行済株式総数 株 株

６．自己株式 162,971 株 131,065 株

７．当連結会計年度の新株予約権の行使による発行済株式総数の増加内容

（新株予約権の行使日）

平成17年5月26日 普通株式 株 円

平成17年6月17日 普通株式 株 円

（株式種類） （発行株式数） （資本組入額）

1,845,637 274,999,913

当連結会計年度 前連結会計年度
　　（百万円）　 　　（百万円）　

3,523,489 524,999,861

66,386,718 61,017,592
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（連結損益計算書関係）

１．工事進行基準を採用した完成工事高 10,154 7,732

２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

１． 従業員給料手当 1,868 1,708

２． 賞与引当金繰入額 213 189

３． 退職給付費用 153 170

４． 役員退職給与引当金繰入額 62 3

５． 減価償却費 119 121

６． 貸倒引当金繰入額 - 10

３．特　別　利　益

１． 貸倒引当金戻入額 98 －

２． 投資有価証券売却益 － 4

４．特　別　損　失

１． 減損損失 14,216 －

当連結会計年度において当社グループは以下の資産について減損損失を計上した。

賃貸事業用不動産 大阪市西区・東京都中央区

京都工場（機械器具製造業） 　土地 京都府京田辺市

上記の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（14,216百万円）として

特別損失に計上した。その内訳は、建物及び構築物 316百万円、土地 13,900百万円である。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額（不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額又は

路線価）を採用している。

２． 固定資産売却損 － 112

３． 固定資産廃棄損 － 29

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現 金 預 金 勘 定 9,174 8,306

有 価 証 券 勘 定 52 60

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 159 △ 159

預入期間が３ヶ月を超える有価証券 △ 9 △ 9

現 金 及 び 現 金 同 等 物 9,058 8,198

当連結会計年度 前連結会計年度
　　（百万円）　 　　（百万円）　

種類 場所

　土地及び建物

　　（百万円）　 　　（百万円）　

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度 前連結会計年度

用途
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６．セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１．事業の種類別セグメント情報

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（1）外部顧客に対する売上高 38,453 6,966 116 45,536 - 45,536

（2）セグメント間の内部売上高
　　 又は振替高

46 877 299 1,223 ( 1,223 ) -

計 38,500 7,844 415 46,760 ( 1,223 ) 45,536

営 業 費 用 33,860 7,687 254 41,802 ( 1,227 ) 40,574

営 業 利 益 4,639 156 161 4,957 3 4,961

Ⅱ．

資 産 28,639 5,285 10,858 44,783 7,812 52,596

減 価 償 却 費 280 12 107 400 - 400

減 損 損 失 － 4,815 9,400 14,216 - 14,216

資 本 的 支 出 197 2 5 206 - 206

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（1）外部顧客に対する売上高 34,015 4,831 122 38,969 - 38,969

（2）セグメント間の内部売上高
　　 又は振替高

47 197 296 541 ( 541 ) -

計 34,062 5,029 418 39,511 ( 541 ) 38,969

営 業 費 用 30,989 4,944 256 36,190 ( 545 ) 35,645

営 業 利 益 3,073 85 162 3,320 3 3,324

Ⅱ．

資 産 25,937 9,425 20,383 55,745 6,401 62,147

減 価 償 却 費 337 14 113 465 - 465

資 本 的 支 出 349 5 4 358 - 358

（注） 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び役務の名称

　事業区分は製品及び役務の機能別種類により区分した。

（ 建 設 工 事 業 ） ：　　熱絶縁工事、建築工事及び内装仕上工事、電気計装工事他

（ 機 械 器 具 製 造 業 ） ：　　各種ボイラーの製造据付、産業用機械の製造据付

（ そ の 他 ） ：　　不動産賃貸業

資産、減価償却費及び資本的支出

連 結

連 結

前連結会計年度　（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

建設工事業 計 消去又は全社

消去又は全社

（単位：百万円）

機 械 器 具
製 造 業

機 械 器 具
製 造 業

そ の 他

そ の 他

（単位：百万円）

資産、減価償却費及び資本的支出

当連結会計年度　（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

建設工事業 計
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２．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、当社の余資運用資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資金

　　（投資有価証券及び出資金）等であり、金額は下記のとおりである。

当連結会計年度 8,966 百万円

前連結会計年度 7,349 百万円

２．所在地別セグメント情報

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

（1）外部顧客に対する売上高 43,720 1,815 45,536 - 45,536

（2）セグメント間の内部売上高
　　 又は振替高

39 43 83 ( 83 ) -

計 43,760 1,859 45,619 ( 83 ) 45,536

営 業 費 用 38,900 2,181 41,081 ( 506 ) 40,574

営業利益又は営業損失（△） 4,860 △ 322 4,538 423 4,961

Ⅱ．資 産 42,987 751 43,738 8,858 52,596

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

（1）外部顧客に対する売上高 38,451 518 38,969 - 38,969

（2）セグメント間の内部売上高
　　 又は振替高

58 329 388 ( 388 ) -

計 38,510 847 39,358 ( 388 ) 38,969

営 業 費 用 35,179 854 36,034 ( 388 ) 35,645

営業利益又は営業損失（△） 3,330 △ 6 3,324 － 3,324

Ⅱ．資 産 54,114 780 54,894 7,252 62,147

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域・・・・・・・シンガポール、マレーシア、ナイジェリア

 ３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、当社の余資運用資金（現金預金及び有価証券）、

　　長期投資資金（投資有価証券及び出資金）等であり、金額は下記のとおりである。

当連結会計年度 8,966 百万円

前連結会計年度 7,349 百万円

前連結会計年度　（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

（単位：百万円）

日 本 アジア・アフリカ 計 連 結消 去 又 は 全 社

当連結会計年度　（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（単位：百万円）

日 本 アジア・アフリカ 計 連 結消 去 又 は 全 社
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３．海外売上高

その他地域

Ⅰ 海 外 売 上 高 3,651 3,467 47 7,166

Ⅱ 連 結 売 上 高 - - - 45,536

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 （ ％ ）

8.0 7.6 0.0 15.7

Ⅰ 海 外 売 上 高 535 2,553 2,083 11 5,183

Ⅱ 連 結 売 上 高 - - - - 38,969

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 （ ％ ）

1.4 6.6 5.3 0.0 13.3

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

　　（１）ア ジ ア・・・・・・・・・・シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、韓国

　　（２）アフリカ・・・・・・・・・・ ナイジェリア、エジプト

　　（３）オセアニア・・・・・・・・オーストラリア

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

当連結会計年度　（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　（単位：百万円）

ア ジ ア ア フ リ カ 計

前連結会計年度　（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

ア ジ ア ア フ リ カ そ の 他 地 域オ セ ア ニ ア

（単位：百万円）

計
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７．リ　ー　ス　取　引

①

取 得 価 額 相 当 額 182 258

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 138 207

期 末 残 高 相 当 額 44 51

②

１ 年 内 18 22

１ 年 超 26 29

合 計 44 51

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び減損損失

支 払 リ ー ス 料 26 44

減 価 償 却 費 相 当 額 26 44

④ 減価償却費相当額・取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定方法

未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定している。

１ 年 内 4 4

１ 年 超 5 9

合 計 9 14

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（単位：百万円）

当連結会計年度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

前連結会計年度

ファイナンス・リース取引

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

未経過リース料

※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。

未経過リース料期末残高相当額

リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする定額法によっている。

オペレーティング・リース取引
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８．有　価　証　券

当連結会計年度

（単位：百万円）

時価が連結貸借対照表
計 上 額 を 超 え る も の

9 10 0

9 10 0

（単位：百万円）

（１）株式 795 2,628 1,832

（２）債券 社債 - - -

その他 - - -

（３）その他 53 91 37

849 2,719 1,870

（１）株式 - - -

（２）債券 社債 101 97 △ 4

その他 307 298 △ 9

（３）その他 20 19 △ 0

429 415 △ 13

1,278 3,135 1,856

（単位：百万円）

売 却 額

20 0

（単位：百万円）

43

410

（単位：百万円）

－ －

9 －

9 －

国 債

合 計

２．その他有価証券で時価のあるもの　（平成１８年３月３１日現在）

種 類 取 得 原 価
連結貸借対照表
計 上 額

差 額

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの　（平成１８年３月３１日現在）

種 類
連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

小 計

合 計

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式、その他について減損処理を行っているものはない。

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小 計

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券　　（自　平成１７年４月１日　至　平成１８年３月３１日）

　　　

４．時価評価されていない主な有価証券の内容　　（平成１８年３月３１日現在）

種 類
連結貸借対照表
計 上 額

売 却 益 の 合 計 売却損の合計

社 債

フリー･ファイナンシャル･ファンド

非上場株式

合 計

－

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額　　（平成１８年３月３１日現在）

１ 年 以 内

債　　　　　券

１年超５年以内

そ の 他 有 価 証 券

国 債
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前連結会計年度

（単位：百万円）

時価が連結貸借対照表
計 上 額 を 超 え る も の

9 9 0

9 9 0

（単位：百万円）

（１）株式 584 1,325 740

（２）債券 社債 - - -

その他 - - -

（３）その他 53 59 6

638 1,385 747

（１）株式 4 2 △ 1

（２）債券 社債 － - -

その他 107 101 △ 5

（３）その他 20 18 △ 2

132 122 △ 9

770 1,508 737

（単位：百万円）

売 却 額

20 －

（単位：百万円）

51

410

（単位：百万円）

－ －

9 －

9 －

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額　　（平成１７年３月３１日現在）

マネー･マネジメント･ファンド

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

小 計

そ の 他 有 価 証 券
非上場株式

小 計

合 計

　　　

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券　　（自　平成１６年４月１日　至　平成１７年３月３１日）

種 類 取 得 原 価
連結貸借対照表
計 上 額

差 額

国 債

合 計

２．その他有価証券で時価のあるもの　（平成１７年３月３１日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの　（平成１７年３月３１日現在）

種 類
連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式、その他について減損処理を行っているものはない。

売 却 益 の 合 計 売却損の合計

4

４．時価評価されていない主な有価証券の内容　　（平成１７年３月３１日現在）

種 類
連結貸借対照表
計 上 額

合 計

１ 年 以 内 １年超５年以内

債　　　　　券
国 債

社 債

-21-



９．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連
（単位：百万円）

区分 取引の種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 契約額等 うち１年超 時価 評価損益

為替予約取引

　売　建

　　米　ド　ル － － － － 211 － △ 2 △ 2

－ － － － 211 － △ 2 △ 2

（注） １．時価の算定方法

　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定している。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。

１０．関連当事者との取引

　　関連当事者との重要な取引はありません。

　
　
　
　
の
取
引

市
場
取
引
以
外

合計

当連結会計年度末（平成１８年３月３１日） 前連結会計年度末（平成１７年３月３１日）
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１１．税　効　果　会　計

4,686 百万円 6,645 百万円

46 45

151 141

422 396

50 67

876 272

6,232 7,570

△ 3,292 △ 4,392

2,940 3,178

△ 3,448 △ 8,767

△ 124 △ 125

△ 746 △ 298

△ 4,319 △ 9,191

△ 1,379 △ 6,013

△ 641 △ 572

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

- ％ 40.6 ％

- 1.9

- 1.9

- △ 42.3

- 1.0

- 3.1

(注) 当期は、税金等調整前当期純損失の計上となっているため、記載していない。

評 価 性 引 当 額

そ の 他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

法 定 実 効 税 率

（調　　整）

交際費等損金に算入されない項目

住 民 税 均 等 割 等

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 資 産 合 計

繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 評 価 差 額

退 職 給 付 引 当 金

評 価 性 引 当 額

繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

役 員 退 職 給 与 引 当 金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産 小 計

繰 越 欠 損 金

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度 前連結会計年度

繰 延 税 金 資 産
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１２．退　職　給　付　会　計

１．採用している退職給付制度の概要
当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金（総合型）制度、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を設けている。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算によ

る退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がある。

なお、海外連結子会社では確定給付型の退職一時金制度を設けている。

２．退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

(1) 退職給付債務 △ 2,754 △ 2,729

(2) 年金資産 1,477 1,323

(3) 未積立退職給付債務　(1)+(2) △ 1,276 △ 1,405

(4) 未認識数理計算上の差異 89 246

(5) 未認識過去勤務債務（債務の増額） 85 98

(6) 退職給付引当金　(3)+(4)+(5) △ 1,101 △ 1,061

(注）

　　1,256百万円である。

３．退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

(1) 勤務費用 206 190

(2) 利息費用 41 49

(3) 期待運用収益 △ 24 △ 22

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 33 26

(5) 過去勤務債務の費用処理額 12 12

(6) 退職給付費用　(1)+(2)+(3)+(4)+(5) 269 256

(注）

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0%

(3) 期待運用収益率 2.5%

(4) 数理計算上の差異の処理年数 １０年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理している。）

(5) 過去勤務債務の額の処理年数 １０年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法による。）

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　　なお、当連結会計年度末の給与比により計算した厚生年金基金（総合型）の資産額は

１．厚生年金基金（総合型）分の退職給付債務は含めていない。

当連結会計年度 前連結会計年度

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)　勤務費用」に計上している。

当連結会計年度 前連結会計年度

１．厚生年金基金（総合型）への拠出金（従業員拠出額控除後）は、「(1)　勤務費用」に計上している。
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１３．受注及び売上の状況

（１）受注高

区　　　　　分

建 設 工 事 業

機械器具製造業

合 計

（注）　上記以外の事業では、受注生産形態をとっていないこともあり記載していない。

（２）売上高

建 設 工 事 業 38,453 34,015 4,437

機 械 器 具 製 造 業 6,966 4,831 2,134

そ の 他 116 122 △ 6

合 計 45,536 38,969 6,566

1,184

1,184

2,368

16.9

対前年対比

△ 4.9

構成比構成比

13.0

44.2

0.3

100.0

87.3

12.4

0.3

100.0

84.4

（注）　当企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は省略している。

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 増 減

33,705

6,987

40,692

34,890

8,171

43,061

（単位：百万円）

15.3

（単位：百万円・％）

区　　　　　分
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 増 減

金 額 金 額 金 額
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